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●自動車産業の振興 [幹事県 福岡県] 

  

※山口県（令和３年度からオブザーバー参加）、沖縄県を除く 

[目的] 

成長著しいアジアをはじめ、自動車産業の世界的な拠点間競争が激化する中、九州各県が一体となっ

て、自動車の開発から生産までを一貫して担える先進生産拠点の構築を目指し、自動車産業の一層の振興

に取り組む。 

[取組内容] 

(1)共同事業の実施(合同商談会開催、共同パンフレット作成等の情報発信) 

(2)相互活用事業の実施(参入促進会や人材育成に係る講座・研修会への相互参加) 

[主な取組状況(知事会議での報告状況等)] 

○平成18年７月 北部九州自動車産業振興連携会議 

 ・長崎県と鹿児島県がオブザーバーとして参加(宮崎県も参加を申入れ) 

○平成18年10月 第128回九州地方知事会議 

・福岡県から「北部九州自動車産業振興連携会議(平成18年１月設立、福岡県・佐賀県・熊本県・大分県

で組織、連携して自動車産業振興の取組を推進)」を「九州自動車産業振興連携会議」に改組し、九州

７県が一丸となって人材育成、自立支援、マッチング等を進めることを提案、取組開始を決定 

○平成18年11月22日 「九州自動車産業振興連携会議(九州７県商工担当部長で構成)」設立 

・連携会議が主催して合同で実施する「共同実施事業」と各県が主催する事業に他県企業の参加を可能とす

る「相互活用事業」を推進 

○平成19年５月 第129回九州地方知事会議 

・取組状況を報告 

○平成19年10月 第130回九州地方知事会議(ペーパー報告) 

 ・取組状況を報告 

○平成20年５月 第131回九州地方知事会議(ペーパー報告) 

 ・取組状況を報告 

○平成20年10月 第132回九州地方知事会議 

 ・取組状況を報告 

○平成21年６月 第133回九州地方知事会議(ペーパー報告) 

 ・取組状況を報告 

○平成21年10月 第134回九州地方知事会議(ペーパー報告) 

 ・取組状況を報告 

○平成22年５月 第135回九州地方知事会議 

 ・取組状況を報告 

○平成22年８月 九州自動車産業振興連携会議を「九州自動車・二輪車産業振興会議」へ改称 

・九州が自動車はもちろん二輪車を含めた自動車関連の生産拠点であることを示し、各県が更なる振興に

取り組んでいることを国内外にアピール。自動車関連産業の振興に向けた課題や事業に対する助言を求

めるため、産業界から顧問を招聘 

○平成22年10月 第136回九州地方知事会議(ペーパー報告) 

 ・取組状況を報告 

○平成24年１月 あり方研幹事会から活性化に向けた意見を通知 

・『自動車関連産業の集積がさらに進むよう、引き続き各種取組の推進を』 
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[成果] 

(1)共同事業の実施 

①地元企業の取引拡大のための商談会の開催 

・九州自動車部品現調化促進商談会 (一次部品メーカー等が調達する部品を提示し、受注を目指す地元企

業と具体的な商談を実施) 

・新技術・新工法展示商談会(自動車メーカー、一次部品メーカー本社等に対し、受注を目指す地元企

業が製品、技術力をアピール) 

・九州カーエレクトロニクス展示商談会(大手カーエレクトロニクスメーカーに対し、技術・新工法を

紹介し、技術開発力をアピール) 

 

九州自動車部品現調化促進商談会 新技術・新工法展示商談会（～R3） 

九州自動車関連技術展示商談会（R4～） 

九州カーエレクトロニクス展示商談会 

(R2より）九州カーエレ分野別展示商談会 

地元 
企業 

発注企業 
商談 
状況 

開催地 
地元 
企業 

来場者 
商談 
状況 

開催地 
地元 
企業 

来場者 
/一次部品

メーカー等 

商談 
状況 

18 121 社 30 社 
６件 
成立 

愛知県 44 社  800 名 
３件 
成立 

－ － － － 

19 177 社 26 社 
９件 
成立 

愛知県 63 社 1,000 名 
８件 
成立 

－ － － － 

20 162 社 33 社 
６件 
成立 

愛知県 58 社 1,000 名 
４件 
成立 

－ － － － 

21 122 社 23 社 
15件 
成立 

大阪府 40 社  350 名 
４件 
成立 

－ － － － 

22 78 社 30 社 
６件 
成立 

愛知県 45 社 1,600 名 ５件 
成立 

－ － － － 
福岡県 34 社  570 名 

23 94 社 28 社 
７件 
成立 

神奈川県 86 社 1,600 名 ６件 
成立 

－ － － － 
福岡県 20 社  420 名 

24 86 社 22 社 
４件 
成立 

愛知県 67 社 1,600 名 ４件 
成立 

－ － － － 
福岡県 34 社  350 名 

25 65 社 19 社 
２件 
成立 

大阪府 18 社  200 名 １件 
成立 

－ － － － 
大分県 16 社  100 名 

26 56 社 18 社 
１件 
成立 

広島県 50 社  780 名 
16件 
成立 

愛知県 51 社 780 名 
８件 
成立 

27 56 社 26 社 
5件 
成立 

神奈川県 53 社 600 名 
４件 
成立 

愛知県 39 社 300 名 
２件 
成立 

28 63 社 21 社 
2件 
成立 

愛知県 63 社 1,200名 
13件 
成立 

愛知県 47 社 420 名 
11 件 
成立 

29 50 社 25 社 
3件 
成立 

広島県 53 社 663 名 
９件 
成立 

福岡県 31 社 8 社 
１件 
成立 

30 63 社 28 社 
1件 
成立 

三重県 48 社 129 名 ０件 愛知県 47 社 423名 
8 件 
成立 

R1 43 社 24 社 
1件 
成立 

愛知県 54 社 796 名 
7件 
成立 

― ― ― ― 

R2 
47社 

（ｵﾝﾗｲﾝの
み10社） 

15 社 
（ｵﾝﾗｲﾝの
み6社） 

1件 
成立 

ｵﾝﾗｲﾝ 27 社 ― ０件 ― ― ― ― 

R3 36 社 14 社 
2件 
成立 

ｵﾝﾗｲﾝ 47 社 ― ０件 ｵﾝﾗｲﾝ 27社 ― 9 件※ 

R4 33 社 19 社 
2件 
成立 

神奈川県 37 社 246名 ０件 ― ― ― ― 

R5 51 社 18 社 集計中 愛知県 52 社 672名 集計中 ― ― ― ― 

※九州カーエレクトロニクス展示商談会のうち、平成 29年度は九州の中堅カーエレクトロニクス関連企業が調達する部品を 
提示し、受注を目指す地元企業と商談を行う形式で開催。また令和元年度は、新技術・新工法展示商談会と併せて開催。 

 令和 4年度以降は新技術・新工法展示商談会と併せて九州自動車関連技術展示商談会として開催。 

※集計中の数値は４月末に判明。 

※令和 2年度はコロナ禍の影響で、商談会の一部をオンラインで開催。 

※商談会後発注側から追加のアクションがあった件数 
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②九州各県の自動車産業アドバイザーの連携強化(アドバイザーが県域を越えて支援) 

平成20年度 派遣数１件(福岡県→大分県) 
平成21年度 派遣数１件(福岡県→長崎県) 
平成22年度 派遣数２件(福岡県→長崎県２件) 
平成23年度 派遣数４件(福岡県→長崎県２件、福岡県→熊本県１件、福岡県→大分県１件) 
平成24年度 派遣数４件(福岡県→長崎県２件、福岡県→熊本県１件、福岡県→大分県１件) 
平成25年度 派遣数１件(福岡県→大分県) 
平成26年度 派遣数１件(福岡県→大分県) 
平成27年度 派遣数１件(福岡県→大分県) 
平成28年度 実績なし 
平成29年度 実績なし 
平成30年度 派遣数１件(大分県→宮崎県) 
令和元年度 実績なし 
令和 2年度 派遣数１件（宮崎県→福岡県） 
令和 3年度 派遣数２件（宮崎県→福岡県） 
令和 4年度 派遣数３件（福岡県→大分県、福岡県→熊本県、福岡県→山口県） 

③情報発信の充実 

・九州の自動車関連企業やカーエレクトロニクス関連企業の立地マップ、共同パンフレット等の作成 

・地元企業の技術力等を掲載したウェブサイト「九州自動車部品・技術展示館」の構築 

・九州の自動車関連企業を簡便に検索可能な「九州自動車関連企業データベース(ＤＢ)」の構築 

・九州のカーエレクトロニクス関連企業を簡便に検索可能な「九州カーエレクトロニクス関連企業デー

タベース(ＤＢ)」の構築 

 九州の自動

車関連企業

立地マップ

掲載企業数 

九州のカーエ

レクトロニク

ス関連企業立

地マップ掲載

企業数 

九州自動車部品・技術 

展示館 

九州自動車

関連企業Ｄ

Ｂ掲載企業

数 

九州カーエ

レクトロニ

クス関連企

業ＤＢ掲載

企業数 

掲載企業数 アクセス数 

19 832 社 － － － － － 

20 966 社 － 86 社 21,210 件 － － 

21 990 社 － 100 社 28,825 件 － － 

22 994 社 － 112 社 28,224 件 － － 

23 989 社 － 128 社 36,983 件 743 社 － 

24 1,003 社 － 178 社 39,370 件 794 社 － 

25 1,036 社 － 186 社 32,147 件 804 社 － 

26 1,069 社 194 社 188 社 31,962 件 854 社 128 社 

27 1,120 社 241 社 195 社 37,628 件 919 社 179 社 

28 1,145 社 288 社 197 社 43,069 件 961 社 204 社 

29 1,167 社 330 社 190 社 32,510 件 987 社 232 社 

30 1,204 社 365 社 203 社 32,829 件 998 社 245 社 

R1 1,228 社 378 社 213 社 38,313 件 1,028 社 252 社 

R2 1,215 社 376 社 218 社 40,505 件 1,033 社 277 社 

R3 1,215 社 398 社 209 社 25,877 件 1,055 社 288 社 

R4 1,219 社 406 社 225 社 18,751件 1,069 社 308 社 

R5 1,226 社 411 社 集計中 集計中 集計中 集計中 

※ 集計中の数値は4月末に判明。         
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(2)相互活用事業の実施 

 ①各県が実施する自動車産業への参入促進講習会等への相互参加を促進し、取引拡大を支援 

 
事業数 

参加状況 

参加企業数 うち県外企業数 参加者数 うち県外者数 

18 ３事業 589 社 128 社 1,040 名 207 名 

19 ７事業 744 社 123 社 1,427 名 212 名 

20 ７事業 769 社 118 社 1,425 名 188 名 

21 ５事業 659 社 80 社 1,141 名 118 名 

22 ３事業 570 社 82 社 984 名 124 名 

23 ４事業 644 社 87 社 1,080 名 114 名 

24 ４事業 691 社 98 社 1,201 名 175 名 

25 ５事業 665 社 106 社 1,162 名 165 名 

26 12事業 1,113 社 199 社 1,783 名 275 名 

27 12事業 1,144 社 190 社 1,762 名 234 名 

28 11事業  955 社 121 社 1,475 名  173 名 

29 10事業 826 社  140 社 1,304 名 229 名 

30 10事業 760 社  124 社 1,331 名 262 名 

R1 9事業 696 社 118 社 1,292 名 206 名 

R2 8事業 100 社 19 社 339 名 36 名 

R3 8事業 230 社 67 社 710 名 101 名 

R4 10事業 240 社 15 社 828 名 28 名 

R5 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 

 

②各県が実施する講座・研究会への相互参加により、九州一体となって人材育成を実施 

 
事業数 

参加状況 

参加企業数 うち県外企業数 参加者数 うち県外者数 

18 10事業 286 社 68 社 517 名 119 名 

19 16事業 698 社 106 社 1,135 名 174 名 

20 20事業 1,101 社 194 社 2,034 名 297 名 

21 17事業 1,135 社 184 社 2,224 名 315 名 

22 19事業 1,405 社 192 社 2,650 名 282 名 

23 19事業 997 社 147 社 1,793 名 228 名 

24 17事業 979 社 103 社 1,584 名 145 名 

25 16事業 1,088 社 123 社 1,929 名 181 名 

26 13事業 1,028 社 136 社 1,883 名 184 名 

27 14事業 889 社 102 社 1,900 名 151 名 

28 13事業 725 社 84 社 1,492 名 139 名 

29 13事業 848 社 69 社 1,511 名 104 名 

30 14事業 883 社 68 社 1,382 名 97 名 

R1 15事業 661 社 66 社 1,868 名 107 名 

R2 15事業 420 社 59 社 2,465 名 106 名 

R3 14事業 427 社 123 社 1,110 名 195 名 

R4 17事業 630 社  297 社 1,527 社 477 社 

R5 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 

※ 集計中の数値は4月末に判明。 
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[課題] 

(1)九州の自動車・二輪車部品メーカーの競争力向上 

(2)自動車部品に占める割合が高まっている電子・電装分野への参入促進 

 

[今後の取組] 

(1)九州全体の競争力を高めるため、引き続き地元企業の人材育成、取引拡大の取組、情報発信等を一体的

に推進 

(2)電子・電装分野への参入を支援するため、参入促進セミナーや展示商談会を開催 


